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つづいて 4 章では、琵琶湖湖岸 A 町 B、C 集落を事例とし、ゴミ処理場建設誘致と自然環境保全事業をおこな
う、それぞれの理由を明らかにした。A 町がゴミ処理場誘致を試みたのは A 町内にある一連の沼開発によって非
農用地問題(｢どうしようもない土地｣)ができてしまい、集落の一部の利益を享受できなかった人びとが、A 町へ信
用をなくしかけていたことが原因であった。そのため、A 町の中心メンバーは、非農用地問題の解決に動かなけ
ればならなかったのであり、その活動はゴミ処理場を誘致するという選択も辞さない覚悟を伴ったものであった。
結局このゴミ処理場誘致計画は頓挫してしまうのであるが、抜本的な解決策がなくなった現在も、彼らは非農用
地の総有化をはかることで非農用地地権者の不満に対処し続けている。一方、自然環境保全活動が A 町でおこわ
なれている理由は、非農用地問題解決の一環として捉えられるものであった。すなわち、ゴミ処理場誘致計画と
自然環境保全活動の 2 つの活動理由をまとめてみると、これらの共通点は村落コミュニティの秩序を回復・形成
する活動として捉えられる点にあったのである。 
この 4 章の考察から、村落コミュニティリーダーと村落コミュニティの行動原理については以下の知見が得
られた。3 章に続き、ここでもリーダーたちは、村落コミュニティの行動原理(集落成員間の｢平等性｣)に配慮す
るという拘束性を纏った存在として浮かび上がってくる。とはいえ、リーダーたちは常に｢平等性｣に配慮してい
ると村落コミュニティの問題を対処できない状況に陥ることがある。その場合、リーダーたちはまず｢平等性｣
を蔑ろにしつつもムラの問題に対処せざるを得ない。世代交代を果たした次期リーダーたちはこうした状況を理
解しながら、｢平等性｣の確保のために立ちまわったのである。すなわち、村落コミュニティの行動原理とは、あ
る程度長いスパンのなかで維持されていくものであり、リーダーたちはこうしたスパンのなかで自分たちの役割
を見いだしていたのだ。 
以上の事例研究の考察から、最終章となる本論 5 章では、｢対話｣の場において村落コミュニティの意見を把
握するために必要な条件(協力条件)を提示している。そこで重要となってくるのは、村落コミュニティリーダー
の｢拘束性｣である。特に 3，4 章でみられた村落コミュニティの生活行動原理である“平等性”の確保(あるいは、
不平等性の回復)に関わる事柄においては、リーダーは自分の望ましいと考えることを単に推し進めることはで
きない。その場合、リーダーは強い｢拘束性｣を纏わざるを得なかったのである。リーダーたちは、拘束されつつ
も｢ムラのため｣に新たな活動を選択もしてきたのだが、それはリーダーが｢拘束性｣を鑑みて活動をする場合にの
み許容されるものといえる。よって、リーダーとの｢対話｣においては彼らに纏う｢拘束性｣に配慮しなければ、3
章の事例でリーダーたちがコミュニティに配慮しつつ、また自然環境保全に協力的でもあったような創造的な行
為の芽をもつぶしてしまう危険性があるといえよう。自然環境保全などの土地に関わる問題は、この村落コミュ
ニティの“平等性”と深くかかわらざるを得ないため、行政や環境 NPO はリーダーの｢拘束性｣の部分、すなわ
ち、村落コミュニティにおいてはリーダーであっても判断することのできない領域があるということを理解する
ことが、地域住民と｢対話｣をし、彼らの協力を得る上で非常に重要な条件であるといえよう。 
